様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　　6月　　9日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃそるくしーず
                              一般事業主の氏名又は名称 株式会社ソルクシーズ
（ふりがな）　ながお　あきら
                              （法人の場合）代表者の氏名  長尾　章     印
住所　〒１０８－００２３
東京都港区芝浦３丁目１号２１番
法人番号 ２０１０４０１０６８６１７　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社Webサイト「サステナビリティ」-「トップコミットメント」
当社Webサイト「経営からのメッセージ」


	公表日
	　　　2021年 1月 5日 及び 3月 1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「サステナビリティ」-「トップコミットメント」
https://www.solxyz.co.jp/sustainability/

「経営からのメッセージ」
https://www.solxyz.co.jp/investor/message/


	記載内容抜粋
	「サステナビリティ」-「トップコミットメント」
（一部抜粋）
当社は1981年に設立以来、経営のモットー「愛と夢のある企業」と5つの経営理念を掲げ、“お客様の夢を実現するソリューションカンパニー”を目指してまいりました。私共の事業は決して目立つことのない裏方ではありますが、夢が溢れる社会を実現するための下支えとして必要不可欠であると重責を自負しております。

　当社は今年、40周年を迎えました。この節目を契機に、原点である経営モットーと経営理念を軸に、SDGs（2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標）を経営に取り入れることで社会対応力を高めたいと考えます。当社グループが注力する「FinTech」、「AI」、「IoT」、「CASE」などの技術を駆使したデジタルトランスフォーメーション（DX）ビジネスを推進し、深刻化する地球規模の課題解決の一助となるソリューションを創出し、事業を通じて持続可能な社会の実現に寄与したいと考えています。

　ソルクシーズグループはサステナビリティ経営を推進し、半世紀、100年後も末永く愛される「愛と夢のある企業」を目指してまいります。

「経営からのメッセージ」
（一部抜粋）
当社は、ＳＩビジネスとストック型ビジネスの両輪でお客様のビジネスを支援しています。ＳＩビジネスではシステム企画、設計、開発、運用からインフラ構築まで、お客様のシステム構築・運用をワンストップでご支援可能な体制を当社グループ全体で構築しています。更にストック型ビジネスとして、クラウドをはじめとする各種サービス・ソリューションを提供し、デジタルトランスフォーメーションへの対応など、お客様の様々なご要望に直接お応え出来るサービス体制を整えております。
　当社では、今後も、これら既存のビジネスに加え、当社グループ全体で取り組んでいる「ＦｉｎTｅｃｈ」、「Cloud」、「ＩｏＴ」、「ＡＩ」、「CASE」などのデジタルトランスフォーメーション関連技術を活かして積極的にビジネスを推進し、グループの総力を挙げて企業価値向上に努めてまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会による承認を経た内容に基づき作成




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「2020年12月期　機関投資家向け説明資料」


	公表日
	　　　　2021年  2月  25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
https://www.solxyz.co.jp/documents/20210225kikantoushikamuke.pdf
P.46「中長期の環境認識/当社戦略方針」


	記載内容抜粋
	・クラウド化、IoT、CASE等を前提としたサービスも始まり、デジタルトランスフォーメーション（DX）は一層加速
・各分野に特化した子会社によりどの分野にも対応できる技術力がある一方、増えるニーズを取り込みきれる組織力の強化が必要


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会による承認を経た内容に基づき作成




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
https://www.solxyz.co.jp/documents/20210225kikantoushikamuke.pdf
「2020年12月期　機関投資家向け説明資料」
P.30「当社の注力分野と状況」
P.34「SBIグループとの協力によるRPA分野の強化」
P.35「FinTech関連の強化（クレジット分野の強化）」
P.46「中長期の環境認識/当社戦略方針」


	記載内容抜粋
	当社の注力分野と状況および中長期の環境認識/当社戦略方針
・当社におけるDXとして５つの分野を注力領域としてグループ会社との協力により、体制を確立。
全体（DX） :グループ全体で需要をキャッチアップ
クラウド化 ：クラウドサービスを提供する(株)Fleekdriveを中心に展開。AIのサービス化とのシナジー、海外展開も視野に重点的に展開
IoT ：IoT推進室を中心に、子会社で強みを持つセンサー技術を組み合わせ、工
場での予知保全システム等、IIoTも視野に入れた新ソリューションを創出。
CASE：エクスモーションを中心とし支援体制を強化。AI技術を持つ企業との連携も視野に入れ、グループシナジーを最大化。
FinTech：ブロックチェーンや仮想通貨に関する開発案件へ参画開始。現在の銀行業務向けから、今後は金融（FinTech）分野全体への拡大へ取り組む。
AI ：資本参加した企業のAI技術を核に、ソルクシーズグループの顧客に対して
AI活用の提案を開始。横展開可能なソリューションの開発を目指す。

SBIグループとの協力によるRPA分野の強化
・当社筆頭株主であるSBIホールディングスと協力し、FinTech、RPA分野の体制の確立。

FinTech関連の強化（クレジット分野の強化）
・コンサルティングサービスを子会社化することにより、キャッシュレス化へ向けたFinTech領域の強化体制の確立。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.solxyz.co.jp/documents/20210225kikantoushikamuke.pdf
「2020年12月期　機関投資家向け説明資料」
P.31「FinTech事業部の立ち上げ」
P.32「インターディメンションズの株式譲渡とセグメントの変更」


	記載内容抜粋
	FinTech事業部の立ち上げ
・当社の強みであるFinTechにリソースを注力するためのFinTech事業本部を設立。　

インターディメンションズの株式譲渡とセグメントの変更
DXを始めとした、ソフトウェア開発に注力するため、デジタルサイネージ事業を連結から除外し、ソフトウェア開発事業を3つのセグメントに分けて開示




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年12月期　機関投資家向け説明資料


	公表日
	　　　　2021年 2月 25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.solxyz.co.jp/documents/20210225kikantoushikamuke.pdf
P.47　「中期経営計画（ローリング方式）」


	記載内容抜粋
	23/12期達成計画
売上高：16,000百万円
経常利益率：10.6%

資料に記載の通り、（２）の戦略を実行を以って上記の中期計画の達成を目標としている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年 1月 5日


	発信方法
	https://www.solxyz.co.jp/investor/message/
「経営からのメッセージ」

https://www.solxyz.co.jp/documents/20210330kabunushitsushin.pdf
「株主通信」
P.2 今後の成長戦略


	発信内容
	代表取締役社長より今後の成長戦略を発信。

当社は、SIビジネスとストック型ビジネスの両輪でお客様 のビジネスを支援しています。SIビジネスではシステム企画、 設計、開発、運用からインフラ構築まで、ワンストップで支援可 能な体制を当社グループ全体で構築しています。更にストック型 ビジネスとして、クラウドをはじめとする各種サービス・ソリュー ションを提供し、DXへの対応など、お客様の様々なご要望に直 接お応えできるサービス体制を整えております。 今後も、これら既存のビジネスに加え、当社グループ全体で取り 組んでいるFinTech、Cloud、IoT、CASE、AIなどのDX関連技 術を活かして積極的にビジネスを推進し、グループの総力を挙げ て企業価値の向上に努めてまいります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年 5月頃　～　継続中


	実施内容
	「ＤＸ推進指標」による自己分析を行いＩＰＡ自己診断結果サイトに入力を行っている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2006年 4月頃　～　継続中


	実施内容
	当社Webサイト「サステナビリティ」 「情報セキュリティ基本方針」
(https://www.solxyz.co.jp/sustainability/)

ソルクシーズグループは、昭和56（1981）年設立以来、システム開発及びソリューション提供の分野に於いて各種サービスを提供してきました。提供するサービスは、時代と共に多様に変化しましたが、一貫してお客様の財産である『情報』を効果的に運用し、お客様の業務に貢献すべく力を尽くして参りました。

　情報化社会と呼ばれて久しいですが、近年『情報』をめぐる環境は、加速度的に進化が求められております。お客様の要望、社会からの要請に応えるべく、ソルクシーズグループでは「情報セキュリティマネジメントシステム（以下、ISMS）」を速やかに導入しました。

ISMSでは、『情報』の範囲、重要性、運用基準および実施手順等を定義し、有効な『情報保護』の標準仕様を提供しています。また環境や社会情勢の変化に対応すべく、適宜水準の向上を行っています。ソルクシーズグループではISMSを適正に運営管理することが、お客様の信頼を得る有効な方法のひとつであると考えています。

・ISO27001（ISMS）の外部監査及び認証の取得
一般社団法人情報マネジメントシステム認定センター
認証詳細ページ
https://isms.jp/lst/ind/CR_I092.html




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

